
個人の寄附は「ふるさと納税」に 

義援金にも注意が必要 

義援金は大きな控除が受けられる？

 このたびの熊本県・大分県を震源とする

大地震により被害を受けられた皆さまに心

よりお見舞い申し上げます。 

「被災地に寄附を」と各団体が声を上げて

いますが、この義援金は一定条件を満たせ

ば、通常の特定公益増進法人や公益財団・

社団法人等への寄附よりも、大きな割合で

控除が受けられるようになります。 

法人が寄附した場合

 法人が国や地方公共団体に寄附した場合

は、全額損金算入となります。また、特定

公益増進法人（例：日本赤十字）等への寄

附であった場合でも、「震災義援金」の口座

に対して支払った義援金は、国等への寄附

に該当して、全額損金算入となります。た

だし、例えば日本赤十字社の事業資金とし

てのものなど、最終的に地方公共団体へ拠

出されるものではないものについては、特

定公益増進法人への寄附となり、特別損金

算入限度額の範囲内で損金算入となります。 

個人が寄附した場合

 個人が日本赤十字等に義援金として寄附

した場合は、「ふるさと納税」扱いとなりま

す。ただし条件があるので、以下の点に注

意しましょう。 

①法人同様、義援金が最終的に被災地方団

体又は義援金配分委員会等に拠出されるこ

とが募金要綱、募金趣意書等で明らかにさ

れている必要があります。 

②地方自治体以外の募金団体を通じて寄附

をした場合は、去年より始まったふるさと

納税の「ワンストップ特例」が使用できま

せん。確定申告によって申告をする必要が

あります。この場合は確定申告に「募金団

体が交付する受領書（最終的に被災地方団

体又は配分委員会に拠出されると明示して

あるもの）」か「振込依頼書等の控えと、そ

の口座が義援金等のための専用口座である

事が確認できる書類」が必要です。 

③別に「ふるさと納税」している方は、義

援金も合計して控除上限額が判定されます。 

 すでに義援金をお送りになった方もいら

っしゃると思います。送り先等を一度チェ

ックしていただくと良いかもしれません。 
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別にふるさと納税をして

いる方は、義援金を含ん

で控除上限金額までの寄

附を考えて下さいね。 




